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１．決算収支の状況 （千円）
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６．公営事業の状況（令和２年度）

人

10

人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積
(R2.10.1現在)

人口密度

国勢
調査

H27年 66,749人 44,491人

市町名 栗東市 市町コード 252085 市町類型 Ⅱ-２

区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

R2年 68,820人 48,038人 52.69k㎡ 1,306人

就業
人口

22年
国調

638人 9,840人 19,028人

増加率 3.1％ 特　定　地　域　等　の　状　況 2.1% 32.1% 62.0%

10,580人 20,528人

R2.1.1 70,091人 1.8% 32.3% 62.6%

住民
登録

R3.1.1 70,369人
近畿圏都市開発区域、辺地を有する市町村

27年
国調

575人

令和２年度 34,195,132 33,698,528 496,604 35,028

年  度 歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

翌年 度へ 繰越
す べ き 財 源

461,576 ▲174,276 302,151 - - 127,875

単年度収支 積 立 金 繰上償還金
積　立　金
取  崩  額

実質単年度
収　　　支

実質収支

平成30年度 27,239,400 26,673,912 565,488 52,534

令和元年度 25,875,145 25,135,641 739,504 103,652

512,954 86,292 40,742 - - 127,034

122,898 255,330 - - 378,228635,852

▲50,251 20,770 - 64,120 ▲93,601

年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率

将来負担比率

平成29年度 27,501,150 26,942,918 558,232 131,570 426,662

時点
一般会計等
財務書類H30．R1．R2単年度 ３カ年平均

-

令和元年度 - - 15.0 131.4 R2.3.31 58.3

令和２年度 - - 14.5 13.5 11.9 13.3 110.3 R3.3.31

×
100
75

標 準 税 率
超 過 収 入
済 額

4,488,579 2.6 4,470,976 -

標 準 財 政 規 模 15,169,159 実 質 収 支 比 率 3.0
税　　目 収入済額

うち臨時財政対策債
発行可能額 208,977 経 常 収 支 比 率 92.6

基 準 財 政 収 入 額 11,521,011 減収補塡債特例分・猶予特例債・臨

財債を経常一般財源から除いた率 95.3 市町村
民  税

個人分

構成
比

増減率
基準
税額

1,114,380 ▲23.8 1,052,683 183,086

財政力指数
H30.R1.R2
3カ年平均 0.994 -

基 準 財 政 需 要 額 11,648,567 法人分

交付金 13,932 0.2 13,932

固定資
産  税

純固定
資産税

6,189,373 2.4 6,137,948

-

11,832 -

在高 その他特定目的基金 629,673 地方債現在高比率 263.5 種別割 197,617

金現 減 債 基 金 2,864,830 積立金現在高比率 34.1 軽自動
車税

環境
性能割 10,944 200.7

積立 財政調整基金 1,673,191

地 方 債 現 在 高 39,975,195 債務負担行為額 4,531,684 た ば こ 税 745,626

皆増 199,736 -

土地開発基金現在高 601,364 鉱 産 税 -

特　別
土　地
保有税

保有分 - - - -

- - -

取得分 - - - -

▲8.9 845,213 -

法定外普通税 - - - -

183,086

区　分
改定実施
年月日

報酬
月額

区　分 職員数
令和3年4月
分給料総額

１人当り
平　　均
給料月額

平均
年令

特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計 12,760,451 ▲1.1 12,732,320

- - - -

市町長 27.4.1
千円

一般職員
人 千円 千円 歳

事業所
税目的税

入湯税

- - -

623 教育公務員 73 23,324

684 356 107,562 302 39.7 -

旧法による税 - - - -

-

消防職員 - - - -

320 41.1
都　市
計画税 682,572 1.1 -副市町長 27.4.1

-

▲1.0 12,732,320 183,086

議　長 28.4.1 420 臨時職員 - -

335 61.4 61 合　　　　計 13,443,023 100.0教育長 27.4.1 603 技能労務職員 1 335

98.4 99.0現年分0
徴

収

率 97.5 計

副議長 28.4.1 357
合　計 430 131,220 305

％ 固
定
資
産
税

介護保険事業会計
事業名 収支額

普通会計か
らの繰入金

議　員 28.4.1 326 計 96.2 計

市
町
村
民
税

現年分

40.0 ##
滞繰分

％ 合

計

現年分

24.9 滞繰分 27.9 滞繰分

- -

職員数
（事業勘定） （直診勘定） （保険事業勘定）

歳 入
千円

歳 入
千円

歳 入
千円

18,974歳 　　　入
千円

上水道
千円 千円

5,859,806 - 690,051 3,912,706 22,835

国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計

歳 出
千円

歳 出
千円

歳 出
千円

歳　　　　出
千円

病 院繰 入 金 405,355 繰 入 金 - 繰 入 金 101,199

ガ ス

うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの

- - -
5,322,278 - 671,194 3,810,560

繰　 入 　金 589,558
- - -

千円

-
保 険 給 付 費 3,621,124 医 業 費 - 広域連合納付金 641,174 保険給付費 3,367,843

千円 うち 千円 介護施設
（法適）

- -
うち 千円 うち 千円 うち

収 　　 　支
千円

簡易水道 - - -
102,146収 支

千円 うち 千円

職 　員 　数
人

537,528 施 設 整 備 費 - 3

職 　員 　数
人 公　　共

下 水 道
192,872 466,790 5

24加入世帯数
世帯

収 支
千円

被保険者数
人

6,861 - 6,356

集落排水 4,251 34,737 1被保険者数
人

職 員 数
人

11,028 -

宅地造成 - - -
１ 世 帯 当 り
保 険 税 等 調 定 額

円

235,655

観光その他 - - -
被保険者１人当り
保 険 税 等 調 定 額

円

146,611

駐車場 - - -
被 保 険 者 １ 人
当 り 費 用

円

482,615

職 員 数
人

10

介護施設
（非適）

- 10,065 -

市 場 - - -



８.財政構造の状況

増減率 増減率
(B)-(A)

(A) (B) (A)

13,581,566 52.5 4.6 13,443,023 39.3 ▲1.0 13,443,023

178,652 0.7 2.3 171,399 0.5 ▲4.1 171,399

4,209 0.0 皆増 8,946 0.0 112.5 8,946

11,425 0.0 ▲46.2 12,373 0.0 8.3 12,373

50,532 0.2 20.7 45,793 0.1 ▲9.4 45,793

34,692 0.1 ▲10.5 59,048 0.2 70.2 59,048

1,177,691 4.6 ▲5.9 1,424,979 4.2 21.0 1,424,979

30,578 0.1 ▲4.8 21,330 0.1 ▲30.2 21,330

- - - - - - -

40,366 0.2 ▲42.8 - - 皆減 -

10,186 0.0 皆増 19,924 0.1 95.6 19,924

- - - 128,344 0.4 皆増 128,344

340,889 1.3 皆増 108,320 0.3 ▲68.2 108,320

273,125 1.1 ▲22.1 399,079 1.2 46.1 399,079

7,799 0.0 ▲12.0 8,581 0.0 10.0 8,581

15,737,501 60.8 4.5 15,842,193 46.3 0.7 15,842,193

561,758 2.2 ▲4.5 452,764 1.3 ▲19.4 -

700,204 2.7 ▲13.7 558,531 1.6 ▲20.2 36,019

3,535,156 13.7 ▲3.7 11,748,839 34.4 232.3 545,951

- - - - - - -

1,680,737 6.5 15.3 1,653,278 4.8 ▲1.6 653

660,846 2.6 24.4 405,274 1.2 ▲38.7 128,724

128,451 0.5 21.4 187,897 0.5 46.3 4,156

467,363 1.8 ▲64.5 364,634 1.1 ▲22.0 301,294

565,488 2.2 1.3 739,504 2.2 30.8 643,610

393,941 1.5 48.4 534,813 1.6 35.8 61,971

1,443,700 5.6 ▲49.9 1,707,405 5.0 18.3 445,505

- - - 236,528 0.7 皆増 236,528

- - - - - - -

- - 皆減 208,977 0.6 皆増 208,977

(ｱ) 25,875,145 100.0 ▲5.0 34,195,132 100.0 32.2 18,010,076 (ｷ)

(ｲ) 3,477,802 13.8 2.6 4,330,388 12.9 24.5 3,906,696 21.7

5,721,407 22.8 7.8 5,927,247 17.6 3.6 1,636,120 9.1

3,960,552 15.8 ▲18.6 3,734,007 11.1 ▲5.7 3,392,127 18.8

3,960,552 15.8 ▲18.6 3,734,007 11.1 ▲5.7 3,392,127 18.8

- - - - - - - -

13,159,761 52.4 ▲3.0 13,991,642 41.5 6.3 8,934,943 49.6 (ｸ)

4,725,343 18.8 9.6 4,650,978 13.8 ▲1.6 3,372,649 18.7

103,662 0.4 ▲8.5 122,945 0.4 18.6 119,282 0.7

2,117,386 8.4 8.7 9,481,088 28.1 347.8 2,240,310 12.4

824,198 3.3 1.6 818,637 2.4 ▲0.7 818,637 4.5

6,946,391 27.6 9.0 14,255,011 42.3 105.2 5,732,241 31.8 (ｹ)

1,572,328 6.3 5.5 1,547,723 4.6 ▲1.6 1,253,380 7.0 (ｺ)

129,694 0.5 13.3 135,350 0.4 4.4 131,250 0.7 (ｻ)

(ｼ)

22,574,384 89.8 2.1 30,826,792 91.5 36.6 16,763,265 93.1

2,561,257 10.2 ▲44.0 2,871,736 8.5 12.1 750,207 4.2

940,188 3.7 ▲46.9 1,209,600 3.6 28.7 230,467 1.3

1,469,213 5.8 ▲43.3 1,503,428 4.5 2.3 500,832 2.8

65,597 0.3 ▲66.8 43,031 0.1 ▲34.4 16,731 0.1

86,259 0.3 524.6 115,677 0.3 34.1 2,177 0.0

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

2,561,257 10.2 ▲44.0 2,871,736 8.5 12.1 750,207 4.2 (ｴ)

25,135,641 100.0 ▲5.8 33,698,528 100.0 34.1 17,513,472 97.2

23.0

26.1

40.2
歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 739,504 30.8 496,604 ▲32.8 496,604

13.4 24.1 4,078,145 22.6 国･県支出金

地   方   債
2.8 税        等

うち人件費 (ｲ) + (ｴ) 3,626,645 14.4 1.5 4,501,837

計 (ｵ) 計 171,449

歳 出 合計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ )
普 通 建 設 事 業 費 の
財 源 充 当 比 率 (%)

災 害 復 旧 災害復旧 -

失 業 対 策 失業対策 -

受 託 事 業 うち単独 115,849

投

資

的

経

費

普 通 建 設 701,713

内
　
　
　
訳

補 助 経常収支比率 92.6%

単 独
事 業 費 支 弁 に 係 る
職 員 の 人 件 費

国直轄・
県営事業負担金

計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)

普通建設 171,449

同級団体負担金 うち補助 55,600

17.1 711,451 4.0 経常一般財源充当額
(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)

前年度繰上充用金 - - - -

積 立 金 766,210 3.0 37.3 897,066 2.7

- - - - 14,277,454

繰 出 金 1,137,069 7.6

投資･出資･貸付金 0 0.0

う ち 一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の 802,396 5.4

（小　　　計） 4,305,325 28.7

維 持 補 修 費 119,282 0.8

補 助 費 等 1,553,164 10.4

（小　　　計） 8,835,060 59.0

物 件 費 2,632,879 17.6

内

訳

元 利 償 還 金 3,392,127 22.6

一 時 借 入 利 子 - -

25.6

扶 助 費 1,603,123 10.7

公 債 費 3,392,127 22.6

うち臨時財政対策債 -

歳入合計 14,979,167

人 件 費 3,839,810

地 方 債 -

うち減収補塡債特例分 -

うち猶予特例債 -

繰 越 金 -

諸 収 入 7,684

県 支 出 金 -

財 産 収 入 58,361

寄 附 金 -

国 有 提 供 交 付 金 -

交通安全対策交付金 8,581

小　　　　　計 14,882,147

分 担 金 ･ 負 担 金 -

繰 入 金 -

特別地方消費税交付金 -

自動車取得税交付金 -

環 境 性 能 割 交 付 金 19,924

使 用 料 ･ 手 数 料 30,975

国 庫 支 出 金 -

市 町 村 税 12,760,451

地 方 譲 与 税

株式等譲渡所得割交付金 59,048

地方消費税交付金 1,424,979

ゴルフ場利用税交付金 21,330

171,399

う ち 森 林 環 境 譲 与 税 8,946

利 子 割 交 付 金 12,373

配 当 割 交 付 金 45,793

法 人 事 業 税 交 付 金 128,344

地 方 特 例 交 付 金 108,320

地 方 交 付 税 121,605

Ⅱ-２ 栗東市

(千円･%)

区　　  分

令 和 元 年 度 令　　和　　２　　年　　度

決 算 額
構成
比

決 算 額
構成
比

一 般 財 源
充当
率

う ち 経 常
一 般 財 源

経常一
般財源
充当率対前

年度


